· 動機の錯誤は原則、認めない。

表意者本人しか知りえない動機について、錯誤無効を認めることは、相手方・第三者の取引の安全を強く脅かす。

· 例外的に、明示的に動機が表示された場合は錯誤を認める。黙示的に動機が表示された場合は錯誤を認めない。
→動機の錯誤の取り扱いは、表示主義の立場で考えて、取引の安全を重視するため明示的に表示されたものだけを保護すべきである。
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